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一般会計

令和７年度当初予算の概要①

１，３１６億 ９，３００万円
※令和６年度比 136億1,100万円 （11.5％） の増

➁
都市づくり

➂
安全・安心

政策の３つの柱

➀
こども・子育て政策



当初予算規模の推移
（単位：億円）
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令和７年度当初予算の概要➁ 過去最大の予算規模



一般会計当初予算の特徴

普通建設事業費 １３７億３千万円【２８億４千万円（２６．０％）の増】

消防通信指令センター、半田久居線及び雲出野田線、学校施設長寿命化、

中消防署西分署及び訓練施設、体育館アリーナ等空調設備 等

扶助費 ３２３億２千万円【４６億１千万円（１６．６％）の増】

児童手当（令和６年１０月分から制度拡充）、

障がい者支援（居宅介護、グループホーム等）給付、

民間保育所・認定こども園に対する運営費負担金 等

人件費 ２５６億９千万円【１２億３千万円（５．０％）の増】 給与改定 等

物件費 ２１３億４千万円【３５億６千万円（２０．０％）の増】

学習用タブレット端末更新、自治体基幹情報システムの標準化 等

積立金 １４億８千万円【１０億６千万円（２４８．５％）の増】 こども基金積立金 等

※【】書きはＲ6年度当初予算額との比較

市税 ４３３億３千万円【２６億５千万円（６．５％）の増】

地方交付税 ２１６億円 【 ６億円（２．９％）の増】

国県支出金 ３３８億９千万円【７１億９千万円（２６．９％）の増】

市債 ６７億２千万円【１１億８千万円（２１．３％）の増】

歳
出

歳
入

令和７年度当初予算の概要③

歳出増に見合う財源を確保



義務的経費

52.6%

691億7,900万円

投資的経費

10.4%

137億3,000万円

その他の経費

37.0%

487億8,400万円

人件費

19.5%

256億8,800万円

扶助費

24.6%

323億2,400万円

公債費（減税・減収・臨時財政対策債）

3.4%

44億6,300万円
公債費（減税・減収・臨時財政対策債以外）

5.1%

67億400万円

普通建設事業費（単独）

7.2%

95億800万円

普通建設事業費（補助）

3.2%

42億2,200万円

物件費

16.2%

213億3,700万円

繰出金

13.7%

180億5,500万円

補助費等

5.4%

71億3,500万円

維持補修費

0.5%

6億1,900万円

その他

1.2%

16億3,800万円

歳出
1,316億9,300万円

一般財源

63.8%

839億6,600万円

特定財源

36.2%

477億2,700万円

市税

32.9%

433億3,100万円

地方交付税

16.4%

216億円

地方消費税交付金

5.3%

69億6,800万円

繰入金（財政調整基金）

3.9%

51億円

繰入金（モーターボート

競走事業会計）

2.3%

30億円

その他

3.0%

39億6,700万円

国県支出金

25.7%

338億9,100万円

市債

5.1%

67億2,100万円

繰入金（財政調整基金除く）

1.5%

19億3,500万円

諸収入

0.9%

11億5,200万円

その他

3.0%

40億2,800万円

歳入
1,316億9,300万円

令和７年度当初予算の概要➃ 一般会計当初予算の姿



令和７年度当初予算の概要⑤

こどもまんなか社会実現会議設置

産前・子育て応援ヘルパー派遣事業

子育て世帯移住促進空き家活用助成事業

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

試行的実施

こども安心サポート任意予防接種費用助成

事業

公立保育施設主食提供全園実施

・ 放課後児童クラブ整備事業

・ 学校施設長寿命化等改修事業

・ 学校施設改修特別推進事業

➀ こども・子育て政策

こども基金 令和７年度活用事業

・ こども及び妊産婦医療費助成事業

・ 妊婦無料歯科健康診査事業

子育て世帯移住促進空き家活用助成事業

こども安心サポート任意予防接種費用助成事業

令和５年度（令和６年３月） 基金創設

令和７年度 １０億円を積み増し

（積立額合計２０億円）

新

新

新

新

新

新

新

さらなるこども政策の展開に活用

新



令和７年度当初予算の概要➅

・ 津駅周辺整備事業

津駅西口駅前広場の測量設計

シェアサイクル実証実験

地区交通戦略策定のための交通量調査

・ 都市拠点再生推進事業

大門・丸之内地区土地建物活用促進の

ための新たな仕組みの構築

都市マスタープラン等策定事業

・ 津興橋大規模更新事業

・ 河芸町島崎町線第３工区道路新設改良事業

・ 津駅周辺道路空間整備広域ネットワーク

構築事業

・ 半田久居線及び雲出野田線道路新設

改良事業

➁ 都市づくり

・ 緊急防災・減災事業
・消防通信指令センター共同整備事業
・地域防災情報通信システム （同報系）機能
強化事業
・体育館アリーナ等空調整備事業

・ 緊急自然災害防止対策事業

・ 緊急浚渫推進事業
・ 雨水対策事業
・ 中消防署西分署及び訓練施設整備事業
・ 耐震化促進事業
・ 二次救急医療体制事業
商店街防犯灯・防犯カメラ設置補助事業

➂安全・安心

新

新

新

新

新

新



令和７年度当初予算の概要➆

物価高騰対策事業

・ 水道料金基本料金無料化事業

その他事業

・脱炭素化推進事業

・ コミュニティ交通システム関係事業

・ 南郊公民館等整備事業

・ 海浜公園内陸上競技場改修事業
・ 旧社会福祉センター除却事業
地域おこし協力隊事業

・ 基幹情報システム標準化対応事業

新

・ 学校・保育施設等給食物価高騰対策支援事業 ほか



令和７年度一般会計当初予算 主な事業➀
こども・子育て政策

こども・若者、子育て当事者が主体のこども・子育て政策を
創造的に推進

３１万円こどもまんなか社会実現会議設置新

こどもまんなか社会実現会議
総合会議

こども・若者、子育て当事者で構成し、
こどもまんなか社会の実現に向け、総
合的な視点から議論を深める

事業推進会議

あらゆる子育てにかかわるメンバーに
よって、アメーバのように形を変えな
がら、今後具体化が想定される事業や
政策テーマごとに自由に動き、事業を
推進する

こども会議

小中高校生のこどもだけで、ワーク
ショップ形式で意見表明を行う

津市こども計画
基本理念

こどもの輝きが未来につながるまち・津
～こどもまんなかまちづくり～

津市

こども会議

総合会議

事業推進会議



令和７年度一般会計当初予算 主な事業②
こども・子育て政策

産前・子育て応援ヘルパー派遣事業 ５５０万円
令和７年６月から、妊娠・出産・子育てに対して不安や
負担を抱え、日常生活に支援を必要とする家庭に、ヘル
パーがご自宅を訪問し、家事や育児等の支援を行います

新

津市に住民票がある妊娠中または就学前の児童を養育している人で、日中、家族
等の支援が得られない人

最大４８時間/年間、原則１回２時間 （多胎児家庭は、最大９６時間/年間まで）
１時間あたり １，０００円 （※市町村民税非課税世帯・生活保護世帯は無料）

◼ 利用できる人

◼ 利用時間・料金

◼ 具体的なサービス内容
・おむつ交換や沐浴介助 ・食事の支度や片付け ・外出の付き添いなど



令和７年度一般会計当初予算 主な事業③
こども・子育て政策

子育て世帯移住促進空き家活用助成事業
２，５００万円

＜こども基金＞子育て家庭への住宅支援及び定住人口の拡大に寄
与することを目的に、市外に住む子育て世帯が本市の
空き家を取得して転入された場合、取得費の一部を
支援します

新

◼ 対象者 市外から転入し、１８歳未満の子どもを有する子育て世帯

◼ 対象要件 市内の空き家を取得して、その空き家に世帯で転入すること など

◼ 助成額 市内の空き家取得 上限１００万円
居住誘導区域内の空き家取得 上限１５０万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業➃
こども・子育て政策

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）試行的
実施 ４１８万円
令和７年１０月から、就労要件を問わず、月一定時間までの
利用可能枠の中で柔軟に利用できる通園事業の試行的実施

新

公立保育施設主食提供全園実施

１，９０８万円
＜こども基金＞

こども安心サポート任意予防接種費用助成事業
任意接種となっているこどもの季節性インフルエンザ、流行性
耳下腺炎（おたふくかぜ）ワクチン等の接種費用を助成

８２８万円

新

現在、公立認定こども園及び一部保育園で実施している主
食提供を、令和８年１月から全ての公立保育園に拡大し、保
護者の負担を軽減

新



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑤

放課後児童クラブ整備事業
・整備工事 修成放課後児童クラブ、高茶屋放課後児童クラブ
・実施設計等 安濃放課後児童クラブ

２億６，５６１万円
令和６年度予算額 9,700万円

補正予算額 ▲1,494万円

当初予算額 1億1,194万円

学校施設長寿命化等改修事業 １２億６，０３６万円
・改修工事 （６校） 栗真小学校、豊が丘小学校、桃園小学校、

千里ヶ丘小学校、東観中学校、西郊中学校
・実施設計等（２校） 南立誠小学校、立成小学校

令和６年度予算額 5,377万円

補正予算額 ▲10億2,285万円

当初予算額 10億7,662万円

１億６，１４１万円
＜学校施設整備基金＞

学校施設改修特別推進事業

・防水改修工事（６校） 北立誠小学校、大里小学校、南が丘小学校、
成美小学校、豊里中学校、美杉中学校

・防水改修実施設計（１校） 美杉小学校
・放課後児童クラブ移転に伴う校舎改修実施設計（１校） 安濃小学校

令和６年度予算額 1億 600万円

補正予算額 ▲2,159万円
当初予算額 1億2,759万円

校舎の雨漏り等を学校施設整備基金を活用して改修

こども・子育て政策



令和７年度一般会計当初予算 主な事業➅

津駅周辺整備事業

地区交通戦略策定のための交通量調査 ３００万円 等

都市づくり

新 津駅西口駅前広場の測量設計 ３，２００万円
４，４４５万円

令和６年度予算額 1,749万円

当初予算額 1,800万円

補正予算額 ▲51万円

シェアサイクル実証実験 ９４４万円新

新

◆駅利用者・市民等からの気づきやアイデアを繰り返しお伺いし、配置計画案・整備イメージをバージョンアップ

津駅西口駅前広場の検討状況

基本計画をもとに測量設計を実施
津駅西口駅前広場整備イメージ（Ver.4）

≪令和７年度≫

整備イメージ（Ver.4）から西口駅前広場基本計画を令和６年度中に策定

配置計画案・整備イメージ（Ver.4）に対する意見募集結果（計１１８件）

◆整備後は秩序正しい利用がなされるようしっかり管理をすべき
◆分煙施設を設置することにより吸い殻のポイ捨てが減って良い
◆東西自由通路を整備する際は手戻りが生じないようすべき（※） など

主な意見

（※）広場東側の歩行空間の屋根は一部仮設とする

整備イメージを評価する意見、将来的な整備を見据えた意見が多数



令和７年度一般会計当初予算 主な事業➆

都市拠点再生推進事業

１９１万円
・ 官民連携組織であるエリアプラットフォーム「大門・丸之内
未来のまちづくり」が未来ビジョンに基づき実施する取組等
に対する負担 （観音公園における社会実験等） １７６万円

令和６年度予算額 126万円

当初予算額 126万円

大門・丸之内地区土地建物活用促進のための新たな仕組み
の構築 １５万円

新

津興橋大規模更新事業
津興橋の架け替え整備（上部工事、道路工事、仮設橋
撤去工事）

令和６年度予算額 10億9,340万円

当初予算額 9億8,340万円

補正予算額 1億1,000万円

３億７，０８０万円

都市マスタープラン等策定事業
令和１０年度から１０年間を計画期間とする都市マスター
プラン及び立地適正化計画作成

１，１１０万円
新

都市づくり



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑧

河芸町島崎町線第３工区道路新設改良事業
２，９１７万円

県施工事業に対する負担
・都市計画道路河芸町島崎町線（用地測量）
・都市計画道路津海岸御殿場線（用地取得）

令和６年度予算額 1,500万円

当初予算額 1,500万円

津駅周辺道路空間整備広域ネットワーク構築事業

令和６年度予算額 1億9,428万円

当初予算額 3億1,710万円
補正予算額 ▲1億2,282万円

８，４８０万円
内多清水ヶ丘線道路改良工事
（津駅前線、広明町河辺町線は国の令和６年度補正予算を
活用）

半田久居線及び雲出野田線道路新設改良事業

半田久居線（延長１，１３５ｍ）及び雲出野田線（延長
２６３ｍ）の道路新設改良工事

１５億６，８９７万円
令和６年度予算額 8億 271万円

当初予算額 8億 289万円
補正予算額 ▲18万円

都市づくり



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑨

令和８年４月からの鈴鹿市及び亀山市との共同運用開始
に向けた消防通信指令センターの整備工事

令和６年度予算額 2,067万円

補正予算額 ▲313万円

当初予算額 2,380万円

地域防災情報通信システム（同報系）機能強化事業
一斉送信機能の導入、有線網の整備による回線の
冗長化等の機能強化を含む地域防災情報通信システムの
更新整備

令和６年度予算額 1億6,797万円

補正予算額 ▲312万円

当初予算額 1億7,109万円

安全・安心

体育館アリーナ等空調整備事業
芸濃総合文化センター内アリーナ、一志体育館の空調設備
設置工事

６億２，０９０万円
令和６年度予算額 4億3,335万円

当初予算額 5億 237万円

補正予算額 ▲6,902万円

消防通信指令センター共同整備事業

緊急防災・減災事業

２億７，８１９万円

２７億８，４０２万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑩

緊急自然災害防止対策事業

３億 ８３１万円

令和６年度予算額 2億6,282万円

当初予算額 2億9,340万円

補正予算額 ▲3,058万円

緊急浚渫推進事業

令和６年度予算額 7,210万円

補正予算額 ▲1,660万円
当初予算額 8,870万円

緊急浚渫推進事業債を活用した、浸水対策のための
河川の浚渫工事 （滝川、真見川ほか）

４，５２０万円

緊急自然災害防止対策事業債を活用した、河川改修工事等
・河川及び排水路の改修等（浄土寺川ほか）

１億１，４５１万円
・農業用ため池の洪水調整池への転用（奥山池ほか）

６，０００万円
・道路等の老朽化対策（椋本安西線、高野団地線 ほか）

１億３，３８０万円

安全・安心



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑪

中消防署西分署及び訓練施設整備事業

・中消防署西分署 ６億７，８４６万円
建築工事、造成・外構工事等 令和８年４月開署予定

・訓練施設 建築工事等 １億１，１９６万円

令和６年度予算額 1億7,207万円

当初予算額 1億6,802万円

補正予算額 405万円

安全・安心

雨水対策事業

令和６年度予算額 4,742万円

補正予算額 ▲3,218万円
当初予算額 7,960万円

・ 想定しうる最大規模の降雨により排水施設で雨水が排除
できなくなった場合等に想定される浸水の範囲、深さなど
の情報をまとめた浸水想定区域図の作成
（全１８８排水区完了）

・ 浸水想定区域図を用いたハザードマップの作成
（１０地域） 等

７，９５５万円

７億９，０４２万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑫

二次救急医療体制事業

入院治療を必要とする中等症・重症患者の救急医療体制の
確保及び救急患者の受入体制強化に向けた医師派遣

２億２，２１６万円
令和６年度予算額 2億2,169万円

当初予算額 2億 643万円
補正予算額 1,526万円

商店街等が行う防犯灯及び防犯カメラ設置に対する補助
５０万円

商店街防犯灯・防犯カメラ設置補助事業新

安全・安心

耐震化促進事業

令和６年度予算額 1億 682万円

補正予算額 1,350万円

当初予算額 9,332万円

木造住宅耐震診断の実施、補強計画作成、補強工事、
耐震シェルター設置経費に対する補助等

１億２，９８９万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑬

物価高騰対策支援事業

令和６年度予算額 4億5,010万円

当初予算額 4億 550万円

補正予算額 4,460万円

事業名 予算額

水道料金基本料金無料化事業
（全ての世帯と事業者を対象に水道料金基本料
を２か月分無料）

２億８，７７１万円

学校・保育施設等給食物価高騰対策支援事業 ２億 ８９５万円

障害者支援施設・介護保険施設・医療機関等物価
高騰対策支援事業

６，４３０万円

高速船運航事業者運航継続支援事業 ７４０万円

物価高騰対応高齢者家計支援事業
（シルバーエミカポイント付与）

５００万円

民生委員・児童委員活動支援事業 ２４８万円

松阪食肉公社エネルギー価格高騰対策支援事業 ５８万円

５億７，６４２万円

物価高騰対策



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑭

脱炭素化推進事業（公共施設照明設備ＬＥＤ化）

２億２，９９４万円

その他事業

コミュニティ交通システム関係事業

各地域のコミュニティバス等の運行、デマンド型交通の導入
を見据えた次期地域公共交通計画策定 等

２億２，９４７万円

脱炭素化推進事業債等を活用して、公共施設の照明設備を
ＬＥＤ化

実施箇所：アストホール、三重短期大学、北口保育園、
白山こども園、安濃庁舎、香良洲庁舎
（＊保育施設はこども子育て支援事業債活用）

令和６年度予算額 2億1,463万円

補正予算額 240万円

当初予算額 2億1,223万円

令和６年度予算額 2,530万円

補正予算額 ▲3,959万円

当初予算額 6,489万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑮

南郊公民館等整備事業

１億２，０３７万円

その他事業

高茶屋地区公共施設の再編・再配置における南郊公民館
等の新築整備
・ 高茶屋保育園解体工事
・ 南郊公民館等新築工事
・ 外構工事に係る実施設計 等

令和６年度予算額 2,684万円

補正予算額 ▲791万円

当初予算額 3,475万円

海浜公園内陸上競技場改修事業

令和６年度予算額 6,566万円

補正予算額 4,984万円

当初予算額 1,582万円

第３種公認の取得に向けた施設整備に係る資材価格調査等
※建築工事実施設計（令和６年度から継続）、解体工事は、
国の令和６年度補正予算を活用して事業を進めるため、
現在申請中

３４８万円



令和７年度一般会計当初予算 主な事業⑯

旧社会福祉センター除却事業

令和６年度予算額 1,637万円

補正予算額 ▲78万円
当初予算額 1,715万円

解体工事（令和８年２月完了予定）
石垣モニタリング調査
※国の地方創生交付金を活用して跡地の利活用を計画
（現在申請中）

１億２，５５９万円

その他事業

地域おこし協力隊事業
美杉地域の情報発信及び森林セラピー基地事業を行う
地域おこし協力隊（２人）を委嘱

１，０２４万円
新

基幹情報システム標準化対応事業
住民基本台帳、児童手当等のシステムを、国の仕様に準拠
したシステムに移行し、令和８年３月から運用を開始

令和６年度予算額 3億 395万円

当初予算額 3億 395万円

１４億４，９３２万円



令和７年度当初予算 上下水道事業

雨水対策事業

・ 藤方第２雨水幹線築造工事 １４億３，０００万円
・ 半田川田第１、第２雨水幹線築造工事 １５億９，８００万円
・ 桜橋ポンプ場ポンプ設備（１号ポンプ等）改築工事 ４億円
・ 波瀬川第６排水区ポンプ場築造工事に伴う用地取得

３，７２０万円 等

４０億６，１５６万円

上下水道施設の耐震化

令和６年度予算額17億7,488万円

補正予算額 1,156万円

当初予算額 17億6,332万円

国の個別補助を活用した事業の推進

・ 水道基幹施設耐震化事業
河辺第３配水池耐震補強工事 ６，０００万円

・ 下水道基幹施設耐震化事業
高洲町丸之内幹線下水道管更生工事等 ２億５，１２０万円

３億１，１２０万円

国の個別補助（大規模雨水処理施設整備事業）を活用し
た事業の推進

新



令和７年度当初予算 モーターボート競走事業

ボートレースダービーは、最高位である８つのＳＧ競走の中でも５大
ＳＧに位置づけられる最も歴史のあるＳＧ競走
前年の優勝者、前年のグランプリ優勝戦出場者、その年のボート
レースメモリアル優勝者及び選考期間で条件を満たした勝率上位の
選手が出場
開催期間中には、特設サイトの開設、 YouTubeでのライブ配信、イ
ベントの実施などの取組みを行います

ＳＧ第７２回ボートレースダービー（10/21～26開催 ）

繰出金を活用してこども基金に１０億円積み増し

一般会計繰出金 ３０億円



令和７年度会計別当初予算の概要
単位：百万円

区分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

一般会計 １３１，６９３ １１８，０８２ １３，６１１ １１．５％

特
別
会
計

国民健康保険事業 ２６，１２４ ２６，４５１ ▲３２７ ▲１．２％

介護保険事業 ３１，２７０ ３０，５７９ ６９１ ２．３％

後期高齢者医療事業 ８，４０４ ８，１２１ ２８３ ３．５％

土地区画整理事業 １２４ ２８２ ▲１５８ ▲５６．０％

住宅新築資金等貸付事業 １５ １９ ▲４ ▲２１．１％

椋本財産区 １ １

（６会計）合計 ６５，９３８ ６５，４５３ ４８５ ０．７％

企
業
会
計

水道事業（支出） １２，０２４ １３，４１９ ▲１，３９５ ▲１０．４

工業用水道事業（支出） ２０ ２１ ▲１ ▲４．８

下水道事業（支出） ２４，１８３ ２２，４８３ １，７００ ７．６

駐車場事業（支出） ３８９ ２５１ １３８ ５５．０

モーターボート競走事業（支出） ６５，４９８ ５９，２６０ ６，２３８ １０．５

（５会計）合計 １０２，１１４ ９５，４３４ ６，６８０ ７．０

合 計 ２９９，７４５ ２７８，９６９ ２０，７７６ ７．４



久居こどもの遊び場づくり事業
【現状・課題】
・こども計画策定時に行ったアンケートで市南部エリアにこどもが遊べる公園を望む
声が多い。

・久居中央スポーツ公園内プールは、平成２年７月にオープンしてから３４年が経過
し老朽化が進んでいる。 など

地方創生2.0 こども・子育て政策の更なる展開

お城公園こども遊び場づくり事業
【現状・課題】
・こどもが安全・気軽に遊べて、子育て当事者が安心できる環境の整備が必要。
・空洞化が進行する中心市街地の活力と賑わいを取り戻すことが急務。
・観光・歴史資源である津城跡の更なる活用が望まれている。 など

事業期間 令和７年度～令和１０年度
概算総事業費 ３００，０００千円

事業を行うための財源の確保に向けて第２世代交付金に次の２事業を申請
事業期間 令和７年度～令和１０年度
概算総事業費 ８９０，０００千円

久居中央スポーツ公園内プールを廃止し、こどもが遊びを創造し、遊びを通じて
「出来た」が体験でき、こどもが中心となった新たな人のつながりを生む場へと
再生。

交流イベント
エリア

駐車エリア

キッズエリア

キッチンカー
エリア

※整備イメージ

旧社会福祉センターの跡地とその横にある児童広場を活用したこどもの遊び場を
新設し、併せて天守台跡地の景観とともに楽しめる公園へと再生。

旧社会福祉センター跡地とその横にある児童広場を
活用したこどもの遊び場エリアを新設
※最新の遊具、こども・子育て当事者が利用しやす
いトイレ、駐車場等を整備

旧社会福祉センター

※整備イメージ



定例記者会見 令和７年２月１２日（水）１４時～ 

場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

健康福祉部 福祉政策課 

（電話０５９－２２９－３１５２） 

福祉政策課長 

中津 宜大 

 
物価高騰対策支援給付金給付事業 

令和６年度住民税非課税世帯への 

手続き不要のプッシュ型給付等の実施 

２月２８日から給付金の振り込みを開始 
 

 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和７年２月１２日

令和６年度住民税非課税世帯への

手続き不要のプッシュ型給付等の実施

２月２８日から給付金の振り込みを開始

物価高騰対策支援給付金給付事業



令和５年度からの住民税非課税世帯への給付金の流れ

給付金の名称 対象世帯等 給付額 確認書・申請書受付期間

令和５年度価格高騰
重点支援給付金

世帯全員の令和５年度分の
住民税が非課税である世帯等

１世帯当たり一律 ３万円 令和５年７月１２日～９月２９日

令和５年度価格高騰
重点支援給付金

世帯全員の令和５年度分の
住民税が非課税である世帯

１世帯当たり一律 ７万円 令和６年１月１９日～３月２１日

こども加算給付
上記世帯と生計を同一にしている
１８歳以下の児童

児童１人当たり一律 ５万円 令和６年３月８日～８月３０日

令和６年度価格高騰
重点支援給付金
（こども加算含む）

世帯全員が令和６年度新たに
住民税が非課税となった世帯

１世帯当たり一律 １０万円
児童１人当たり一律 ５万円

令和６年８月９日～１０月３１日

令和６年度物価高騰
対策支援給付金
（こども加算含む）

世帯全員の令和６年度分の
住民税が非課税である世帯

１世帯当たり一律 ３万円
児童１人当たり一律 ２万円

令和７年２月２８日～７月３１日



給付金の概要

給 付 額
１世帯当たり一律 ３万円
児童１人当たり一律 ２万円 予算額 １１億６,４８８万７千円

基準日（令和６年１２月１３日）において津市に住民登録があり、同一の世帯に属する者全員が、
令和６年度において、住民税が非課税となった世帯

住民税非課税世帯 対象見込み ３５,０００世帯

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみで構成される世帯や既に他の市区町村で同様
の令和６年度住民税非課税世帯に対する給付金（３万円）を受けた世帯又は当該世帯の世帯
主であった者を含む世帯は対象外

上記世帯と生計を同一にしている１８歳以下の児童（平成１８年４月２日以降に生まれた児童）
※基準日の翌日から令和７年７月１８日までに生まれた新生児及び別世帯であっても同一生計
の児童も対象

こども加算 対象見込み ３,５００人



支給方法

「支給通知書」による
片道方式プッシュ型

「確認書」による
往復方式プッシュ型

「申請書」による
申請受付

今回の給付金は次の３つの方法で支給します

新たな支給方法 これまでの給付金と同様の支給方法

手続き不要 確認書の返送 申請書の提出

対象見込

２９,０００世帯
対象見込

５,０００世帯
対象見込

１,０００世帯

令和５年度又は令和６年度に
受給した給付金の振込口座の
名義人が現在の世帯主と一致
している世帯

令和５年度又は令和６年度に
受給した給付金の振込口座の
名義人が現在の世帯主以外な
ど、確認する事項がある世帯

令和６年度住民税の課
税状況が津市で把握で
きないなど、申請が必要
な世帯

Ａ Ｂ Ｃ



（確認書の発送と申請書の受付）「支給通知書」による片道方式プッシュ型

支給対象と思われる世帯のうち、令和５年度又は令和６年度の価格
高騰重点支援給付金等の支給を受けており、当該給付金の振込口座
の名義人が現在の世帯主と一致している世帯

「支給通知書」の発送対象者

⚫ 令和７年２月１３日（木）に「支給通知書」を発送
※ 通知内容を確認し、振込口座を変更する場合等は令和７年２月２５日（火）
１５時までに福祉政策課へ連絡してください

⚫ 通知内容から変更がない場合は、手続き不要で令和７年２月２８日（金）
に振込口座に振り込み
※ 振込口座を変更する場合は別途手続きが必要です

「支給通知書」による支給スケジュール

ＡＡ



支給対象世帯主が「支給通知書」を確認
・こども加算対象児童の確認（該当世帯のみ）

・支給予定額の確認

・振込口座の確認

（確認書の発送と申請書の受付）「支給通知書」の内容

【支給通知書抜粋（こども加算対象児童が３人の場合）】

Ａ



住民税非課税世帯のうち
次のような確認が必要な世帯

対象と思われる世帯に対して
津市から「確認書」を送付しますので

同封の返信用封筒にて返送してください

住民税非課税世帯のうち
令和６年度住民税の課税状況が

津市で把握できないなど
申請が必要な世帯

「申請書」を市ホームページから
ダウンロードして、本庁舎８階の臨時窓口
（８１会議室）へ提出又は郵送してください
※ 「申請書」は、総合支所市民福祉課（福祉課）窓口に
も配置しますので、各窓口へ提出もできます

令和７年２月２８日（金）
「確認書」を発送

提出期限は令和７年７月３１日（木）まで
（当日消印有効）

（確認書の発送と申請書の受付）「確認書」の発送と 「申請書」の受付

令和７年２月２８日（金）から
「申請書」の受付開始

申請期限は令和７年７月３１日（木）まで
（当日消印有効）

B

・津市が把握する口座名義人が世帯主以外
のため、今回振り込む口座の情報
・課税されている者の扶養親族でないこと
・未申告者の課税状況 など

Ｂ Ｃ

Ｂ Ｃ



支給対象世帯主が「確認書」を確認・
必要事項を記入
・確認欄にチェック☑

・こども加算対象児童の確認（該当世帯のみ）

・世帯主氏名、確認日、連絡先電話番号を記入

（確認書の発送と申請書の受付）「確認書」による往復方式プッシュ型①

１

【確認書抜粋（こども加算対象児童が３人の場合）】

✔

〇〇 〇〇 平成〇〇年〇月〇日

〇〇 〇〇

〇〇 〇〇

平成〇〇年〇月〇日

令和〇年〇月〇日

３

３

BＢ



（確認書の発送と申請書の受付）「確認書」による往復方式プッシュ型②

「確認書」を受理後、記入漏れ等がなければ、１週間～１０日程度で指定の口座へ振り込み

同封の返信用封筒で「確認書」を返送３

振込口座の選択

「確認書」に記載済みの
口座を希望

口座に関する
手続きは不要

２

マイナポータル等から登録した
公金受取口座を希望

「確認書」に記載済みの口座以外を希望（記載がない場合を含む）

◆ 公金受取口座への
振込希望欄にチェック☑

口座情報の記入・添付資料不要

◆ 下記の口座への振込希望欄にチェック☑
◆ 受取口座記入欄に記入
◆ 指定口座の通帳等の写しを添付
◆ 世帯主の公的身分証明書等の写しを添付

公金受取口座以外の
口座を希望

BＢ



物価高騰対策支援給付金の臨時窓口及び専門の電話相談窓口を設置し、
迅速かつ適切に対応します

窓口・コールセンター

受付時間 ８時３０分～１７時１５分

開設期間 令和７年２月１２日（水）～令和７年４月２５日（金）
（土・日曜日、祝・休日を除く）

０１２０－９１３－７８９

津市の「物価高騰対策支援給付金」専用コールセンター

物価高騰対策支援給付金窓口 本庁舎８階 ８１会議室
※令和７年４月２５日まで



問い合わせ窓口問い合わせ

“振り込め詐欺”や“個人情報の詐取”にご注意ください
ご自宅や職場などに都道府県・市区町村や厚生労働省（の職員）などをかたった不審な

電話や郵便があった場合は、お住まいの市区町村や最寄りの警察署（または警察相談専

用電話(#9110)）にご連絡ください

健康福祉部 福祉政策課
物価高騰対策支援給付金窓口
本庁舎８階 ８１会議室
〒514-8611 津市西丸之内２３番１号
電話番号 ０５９－２２９－３１５２

※令和７年４月２５日（金）までの臨時窓口となります
※令和７年４月２８日（月）以降は、
本庁舎１階の福祉政策課が窓口となります
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